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１．	
 はじめに

　我が国の平成12年におけるトンネル掘削時に発
生する建設発生土は約560万m3に及び1)，今後もリ
ニア開通に伴い建設発生土の増加が予想される．
トンネル掘削時に生じた建設発生土は2002年に策
定された建設リサイクル推進計画に伴い，盛土，
埋め立てやサービスエリア，パーキングエリアの
用地拡幅などに利用されており有効利用率は約
80%に達している2)．しかし残りの20%は産業廃棄
物として処分され，また有効利用されている建設
発生土も多量であり，運搬の際の排出ガスや化石
系エネルギーの消費は環境に多大な影響を及ぼ
す．地理情報システム(Geographic Information 
System:GIS)を用いた土砂移動量の推計に関する研
究として，白石ら(2008)3)，黒岩(2012)4)は地表面の
標高変化に着目しているが，地表面の変化に関す
る情報のみではトンネル採掘による土砂移動量を
推計することは困難である．
　本研究では広域に対応できる普遍性を考慮した
トンネル掘削における土石移動量の定量化と推計

手法の確立を目的とし，東海道新幹線が通る新丹
那トンネルをケーススタディ対象地とし，トンネ
ル掘削における土砂移動量の推計を行った．東海
道新幹線が通る区間で最長の7958m5)である新丹
那トンネルは，トンネル採掘時に大量の土砂が排
出されたため環境に対し多大なインパクトを与え
たと想定される．計画段階でトンネル掘削時の土
砂移動量の把握をすることにより，工事間利用を
促進し有効利用率の増加，さらに利用法の質の上
昇が期待できる．

２．研究方法

研究手順を図-1に示す．国土地理院が作成した
10mメッシュ標高データ(DEM:Digital Elevation 
Model)から，ケーススタディ地にあたるエリアを
DEMから地表面を表すTIN(Triangulated Irregular 
Network)サーフェスモデルを作成し，新丹那トン
ネル両端上縁の標高を抽出した．新丹那トンネル
のラインモデル作成に際し，東海道新幹線のライ
ンデータをもとに，TINサーフェスモデルから抽
出した標高を入力した．
本研究では，トンネル断面について高山ら

(1972)7)より，図−2に示す山陽新幹線の断面を用
いて推計を行った．対象地域のTINサーフェスモ
デルとトンネルモデルを統合し，二つのモデルの

図-1　本研究の手順 図-2　山陽新幹線のトンネル断面

Shoken KANESHIRO，Keisuke YOSHIDA，Keijiro OKUOKA，Kenji SUGIMOTO　and　Hiroki 
TANIKAWA
 kaneshiroshoken@gmail.com

         
 5.3m 

3.3m 

9.6m 

0.55m 

5.3m 

基盤地図情報10mメッシュ 

TINサーフェス作成 
トンネルモデル 

新丹那トンネルラインデータ 

全長の標高 

土砂移動量の推計 

東海道新幹線ラインデータ 
国土地理院 

基盤地図情報数値標高モデル 

TINサーフェスとトンネルモデルの統合 

mailto:kaneshiroshoken@gmail.com
mailto:kaneshiroshoken@gmail.com
mailto:kaneshiroshoken@gmail.com


重合部分を土砂移動量として推計を行った．式(1)
は土砂移動量V[m3]を推計する式であり，各地点の
断面積Si[m2]に区間Li[m]を乗じて合計したもので
ある．

３．結果と考察

　作成したトンネルモデルの断面積は80.0m2，図
−3に示す対象地域と，TINサーフェスモデルから作
成した新丹那トンネルのトンネル全長を示す線分
ABは8009mとなった．基盤地図情報10mメッシュ
の含有する垂直方向±5mの標高精度を考慮する
と，TINサーフェスモデルから抽出したトンネルの
端は水平方向で最大60m程度変動する．また式(1)
より，トンネル掘削における土砂移動量は640.7千
m3となった．本手法を用いることでトンネル掘削
における土石移動量を推計することができた．
　トンネルの標高はTINサーフェスモデルから抽出
したため，先程述べた基盤地図情報10mメッシュ
標高の精度誤差±5mを考慮した場合，土砂移動量
は632.3千m3から649.1千m3となり±8.4千m3の誤差
がありうる．また，黒岩ら(2012)4)は土石移動量に
関して，船舶の運搬における土砂密度と土石中の

土砂密度の差より推計値に差異が生じた. 運搬時
の土砂移動量を考慮すると，黒岩ら(2012)4)の土
砂密度比0.65より985.7千m3となり，345.0千m3増
分する可能性があると考えられる．

４．おわりに

　本研究では東海道新幹線の新丹那トンネルで
ケーススタディを行い，トンネル掘削における土
砂移動量推計法の確立を行った．本手法を用い
ることで今まで着目されてこなかったトンネル
掘削の土砂移動量を推計することができた．本
手法で使用したDEMと新幹線のラインデータに
関する広域データを用いることで，他のトンネ
ルにおいても，GISから土砂移動量の推計が可能
である．今後の課題として公表されている数値を
用いて土砂の移動量を比較することにより本手
法の有効性を検討することがあげられる．
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図-3 対象地域と新丹那トンネルの標高データ
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